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第３版の刊行によせて

　本書の初版は、多重債務者からの個人の申立てを中心に２万件を大きく
超える破産事件が申し立てられていた平成21年に刊行されました。この頃
は過払金返還請求訴訟が多数提起されていた時期と重なり、多重債務者の
債務整理に幅広い弁護士が関与する状況となっていたと考えられます。当
時、少額管財手続の運用は開始から10年が経ち、既に安定的に運用されて
いただけでなく、約２万5,000件の破産事件の多くを占めていました。少額
管財手続は、申立代理人の事前調査の充実による管財業務の軽減や申立代
理人と管財人の適切な連携を大前提とするものですが、長らく２万人に満
たなかった弁護士登録者数が司法制度改革を経て約２万7,000人へと増加し
たことも受けて、より幅広い層の弁護士による大量の申立てに対応するた
めには、申立て段階における準備の質やその後の管財人との連携の確保が
きわめて重要な局面であったということができます。少額管財手続を含む
破産手続に精通された東京弁護士会倒産法部会所属の弁護士の方々による
本書の刊行及びその幅広い利用が、当時の破産事件の迅速かつ円滑な進行
に大きく貢献したことは間違いありません。
　その５年後に第２版が刊行された時点では、貸金業法の改正等により多
重債務者も減少し、私的整理手続が広く利用されるようになったことも相
まってか、破産事件総数は１万5,000件台にまで減少したものの、なお高水
準にあり、逆に弁護士登録者数は更に増加して３万5,000人を超えました。
このような状況から、新たに申立代理人となる多く弁護士に対し、改めて
即日面接手続や少額管財手続への理解を広め、申立ての質を維持する意義
は大きかったものと考えられます。
　その後、私的整理手続の利用が更に進む中、新型コロナウイルス感染症
の蔓延による社会活動の停滞もあり、破産事件数は少額管財手続が開始さ
れる前と同水準にまで減少し、コロナ後に若干増加に転じたものの、１万
件を下回る水準で推移しています。しかし、中小事業者に対するリスケや
無利息無担保融資による支援により、債務総額は増大していることからす
ると、今後破産事件が増加することも予想されます。また、第２版の刊行
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から10年の間に私的整理手続の利用は更に活発になり、裁判所としては、
法的整理手続が社会のニーズに適切に応えられているのだろうかとの問題
意識も持っているところです。今般改訂の上で刊行される第３版において
は、新たに私的整理手続の利用を前提とする問いが多く盛り込まれ、いか
にして法的整理手続である破産の申立てへと円滑に移行するかについても
解説されています。今般の改訂は、従前の成果を引き継ぎつつ、現在の状
況の進展を踏まえたものとなっており、誠に時宜を得たものであるととも
に、裁判所の問題意識にも通じるところがあると考えております。
　本書が、多くの破産申立てを検討する弁護士の方々に広く活用され、適
切で円滑な破産事件の手続進行に寄与してくれることを心より願います。

　令和７年５月
� 東京地方裁判所民事第20部（倒産部）
　� 部総括判事　杜下　弘記
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破産手続が倒産手続の基本

　本書の初版が出版されたのは2010年（平成22年）２月、第２版が出版さ
れたのは2015年（平成27年）２月であった。初版が出版されてから15年、
２版が出版されてからも10年が経過した。
１　第２版からの10年を振り返って
　第２版の出版時は、中小企業活性化協議会協によるいわゆる暫定リスケ
を含む私的整理手続が増加し、破産手続が、大きく減少した時期であっ
た。これは、2012年（平成24年）４月に発表された「中小企業金融円滑化
法の最終延長を踏まえた中小企業の経営支援のための政策パッケージ」に
おいて、中小企業再生支援協議会（現：中小企業活性化協議会）ごとに計画
策定支援の目標件数を設定し、2012年（平成24年）度に全体で3,000件程度
を目指すとしたことの影響が大きいと考えられる。
　破産の新受件数は、中小企業金融円滑化法が制定された2009年（平成21
年）度は137,957件であったのが、2014年（平成26年）度には73,368件とな
り、５年間で、ほぼ半減（53.18%）となった。そして、直近の2023年（令
和５年）度の破産の新受件数は78,215件であり、この10年間は、全体とし
ては、大きく減少したままの状態が継続している。
２　新型コロナウィルス感染症の影響
　また、この間、2020年（令和２年）２月１日に「新型コロナウイルス感
染症を指定感染症として定める等の政令」が施行される等もあった。た
だ、新型コロナウイルス感染症の時期には、実質無利子・無担保融資のい
わゆるゼロゼロ融資等の支援によって、破産の新受件数自体は、2019年
（令和元年）が80,202件であったのが、2020年（令和２年）度が78,104件、
2021年（令和３年）度が73,457件、2022年（令和４年）度70,602件と減少傾
向となった。
　その後、2023年に入りゼロゼロ融資の返済開始も始まり、破産も含めた
倒産件数が増加しており、2023年（令和５年）度の破産の新受件数は
78,215件となり、前年度比7,613件増加している。
　新型コロナウイルス感染症の時期に税金や社会保険料の納付の猶予を受
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けていた債務者については、税金や社会保険料が大きな負担となってい
る。私的整理手続や民事再生手続では、優先債権である税金や社会保険料
を全額支払うことが必要とされる。そのため、今後、私的整理や民事再生
手続を断念して、破産手続が増加することも予想される。
３　私的整理の増加と破産手続
　近時は、中小企業活性化協議会の手続を始めとする準則型私的整理手続
の充実により、私的整理手続が増加している。そのため、破産手続を始め
とする法的倒産手続の重要性が低下していると言われることもある。しか
し、私的整理手続が増加しても、破産手続は、私的整理手続も含めた倒産
手続の基本であり、破産手続の重要性は、まったく揺らぐことは無いと考
えられる。
　債権者に対して債権額の一部しか弁済できない倒産手続においては、公
平性が一番重要であり、基本理念であると考えられる。倒産手続の中で、
公平性を貫徹しているのが破産手続であり、債権者の平等を徹底し、否認
権および相殺禁止等の制度も整備されている。
　民事再生手続や会社更生手続においても、公平性を害する処理がなされ
れば、破産手続に移行することになる。また、私的整理手続においても、
公平性を害する処理がなされれば、債権者の同意を得ることが出来ず、法
的倒産手続、最終的には、破産手続に移行することになる。このことに
よって、法的倒産手続のみならず、私的整理手続においても、公平性が担
保されると考えられる。これらの点でも、破産手続が法的倒産手続および
私的整理手続を含めた倒産手続の基本であると言える。
４　弁護士の役割
　破産手続の公平性を維持し、債権者その他利害関係人の信頼を得るため
には、倒産手続に関わる弁護士の役割は大きい。破産申立においても、破
産申立てが適正に行われず、破産申立直前に偏頗弁済や財産散逸行為が行
われれば、破産手続の公平性も害されることになる。現在も、破産申立て
については、その処理や対応について適正性に疑義を持たれる案件が散見
されるとも仄聞している。
　破産手続の公平性を維持し、破産手続に対する債権者その他の利害関係
人の信頼を得るためには、破産申立てについても、弁護士がしっかりと研
鑽を積み、適切な処理を行うことが必要である。
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　本書も、初版および第２版と同様に、適切な破産申立てに資することを
目的として、出版するものである。是非、本書をご活用頂き、適正な破産
申立てにお役立て頂きたい。
５　最後に
　最後に、本書の企画に賛同し、多大なるご協力を頂いた東京地方裁判所
民事第20部（倒産部）の裁判官および書記官の皆様方、短期間での原稿執
筆に協力頂いた東京弁護士会倒産法部の皆様方、そして出版に向けて困難
な作業を行って頂いた株式会社商事法務コンテンツ制作部池田知弘様に心
よりお礼申し上げます。

　2025年５月

� 『破産申立マニュアル〔第３版〕』編集委員を代表して
� 弁護士　富永浩明
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破産手続のデジタル化前の破産申立実務の到達点として

　東京弁護士会倒産法部編集にかかる代表的書籍である「破産申立マニュ
アル」の初版が刊行されたのは平成22年、第２版が刊行されたのは平成26
年であったが、本版において改訂に至るまでに10年間と少し間が空いた。
その間において時代は平成から令和へと年号が変わるだけでなく、令和２
年から約３年間、新型コロナウィルス感染症の拡大に伴ういわゆるコロナ
禍という国民の社会経済生活にとって大きな脅威となる事象が生じた。
この間、破産申立件数は全国で約７～８万件で推移し、東京地裁において
は年間約１万件を下回る件数で推移していたところであるが、近時はコロ
ナ禍が明けて社会経済が正常化したものの、インフレによる原材料費や燃
料費の高騰に伴う物価高、生産年齢人口の減少に伴う人手不足、そして貸
出金利の上昇に伴い、特に事業者を中心として破産申立件数は増加傾向に
転じている。
　本改訂の主たる趣旨としては２点が挙げられる。１点目は、先行する事
業者の私的整理手続が奏功せず破産手続に移行する場合、および未払公租
公課の負担が大きい等の理由により第三者に事業譲渡を行った上で破産手
続の申立てを行う場合が顕著に増加しており、このような場合には適時適
切な形で破産申立てを行うことが重要な課題となっているところ、かかる
課題に対応した記述とする点である。２点目は、民事訴訟法等の一部を改
正する法律（令和４年５月成立）に基づき民事訴訟手続のデジタル化に向
けた法整備が進められている中で、破産申立てを含む破産手続全般につい
ても近いうちにデジタル化・オンライン化の導入が予定され、導入後は全
国的に統一化された書式等による申立手続となることが予想されるが、平
成11年の少額管財手続、即日面接制度の導入以来、約25年間をかけて東京
地裁民事第20部および在京三弁護士会の倒産実務家の協働によって形作ら
れてきた破産申立実務の到達点を示すとともに、デジタル化がなされても
不変と思われる破産申立ての趣旨や留意点を確認しておくことにある。
　司法制度改革により、以前よりも多数の法律実務家が輩出され、法的
サービスは国民にあまねく行き渡るようになったと考えられる。一方で、
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破産申立てに関しては、申立代理人において、破産手続全般に関する知識
経験が不足していたり、債務者との直接面談を含めて十分な調査を行わな
いまま申立てがなされたりする場合も少なくなく、近時は破産申立代理人
の責任について問われるケースも散見されるようになった。また、裁判所
による注意喚起にかかわらず、同時破産廃止を希望しながら管財手続への
移行を余儀なくされるケースも依然として相当割合に及ぶという問題もあ
る。そして、上記のとおり私的整理手続や事業譲渡が先行する等破産手続
が複雑化し、あるいは破産手続が最終の清算手続として国民に広範に利用
されていることも合わせて考えると、以前にも増して法の趣旨に沿った適
切な破産申立てが求められていることは論を俟たない。
　東京弁護士会倒産法部は、40年以上の歴史を持つとともに、600名を超
える部員数を擁する倒産・事業再生をテーマとする法律研究部であり、そ
の活動において破産手続に関する研修会が頻繁に実施され、部員各位が絶
えず研鑽を積んでいる。本書は東京弁護士会倒産法部に所属する経験豊富
なベテラン・中堅・若手の部員が編集および執筆に携わり、さらには東京
地方裁判所民事第20部の裁判官・書記官室のご意見もふまえて刊行されて
いる書籍である。これまで多くの方に活用いただいた初版および第２版と
同様、個人・法人を問わず破産申立てに際しては常に座右に置いてご参
考、ご活用いただきたい。
　最後に、第３版の刊行にあたり、執筆および編集にご協力いただいた東
京弁護士会倒産法部所属のベテラン・中堅・若手の部員各位、並びに再校
ゲラを詳細にご確認いただき、的確なコメントを寄せていただいた東京地
方裁判所民事第20部の裁判官および書記官室の皆様に心より御礼申し上げ
るとともに、本書刊行に向けて取りまとめと編集の諸作業をご担当いただ
いた株式会社商事法務の池田知弘様に感謝申し上げたい。

　令和７年５月
� 令和６年度東京弁護士会倒産法部部長　
� 弁護士　大島　義孝
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第１章　破産手続における申立ての理念と役割
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Q6 　経営者保証人の破産手続開始の申立てを行うにあたって･
申立代理人はどのような役割を担うべきであり、どのよう･
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